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また、Park and Mittal (1985) は、刺激、状況または意思決定作業における「活性化された
動機状態」という側面に注目した。 







Schwarz et al., (1990) は精緻化見込みモデルのパラダイムを用いて、説得過程における感情
の影響（肯定的感情状態と否定的感情状態）を検討した一連の研究を概観し、感情が説得の受
容に影響を及ぼすメカニズムに着目した。 








































とも呼ばれる。Haward & Sheth (1969) は、消費者の活動を支配する動機の相対的強度であ
り、製品と他の製品との相対的関係を規定するものとしている。すなわち、消費者個々人の関
与水準（高低）によって購買意思決定プロセスが異なることを強調している。 























































Sherif & Cantril 
(1947）  ○      
Zimbardo (1960) ○ ○       
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(2010)    ○ ○ ○ ○     





和田（1984）    ○ ○ ○ ○ ○    
清水（2008）  ○ ○ ○     
堀  （2010） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  







－ 6 － 
（2）関与の規定因 
ここでは、関与を規定する要因として「個人的要因」「対象・刺激的要因」「状況的要因」の
3 つを挙げて検討する 2）（Zaichokowsky, 1985; Solomon, 2011）。図表 2 に示したのが関与の
規定因と影響プロセスである。 
 
図表 2 関与の規定因と影響プロセス 














出所）Solomon, M. R. (2011) Consumer behavior: Buying, having, and being Global Edition (Ninth ed.), 
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2）Haward & Sheth の購買意思決定のプロセス 
まず、Haward & Sheth (1969) の購買意思決定のプロセスであるが、消費者の問題解決状
















でもある。図表 3 に示したのが Haward & Sheth の購買意思決定プロセスの分類である。 
 
図表 3 Haward & Sheth の購買意思決定プロセスの分類 
日常的反応行動 限定的意思決定 拡大的問題解決 
低関与  高関与 





































図表 4 Assael の購買意思決定プロセスの分類 























































Park and Mittal (1985) は、消費者関与の特性として①目標志向的状態、②状態変数、③関
連する情報処理の水準や内容を規定する変数、という 3 つが消費者の情報処理プロセスに影響
を及ぼすと強調した。 
Peter and Olson (2010) は、関与の源泉として消費者特性、製品特性、状況的変数の 3 つを






















－ 12 － 
て、「高関与購買意思決定」「低関与購買意思決定」の中で「高関与購買意思決定」になるので
ある。図表 5 は関与と購買意思決定との関係について示したものである。 
 
図表 5 関与と購買意思決定との関係 
 意思決定できない 関与水準と購買意思決定 


























































2）Peter and Olson (2010) は、関与水準の規定要因とその源泉として、「消費者特性」「製品
特性」「状況特性」の 3 つを挙げている。Peter, j. p. and J. C. Olson (2010) Consumer 
Behavior and Marketing Strategy, 9th ed., Irwin/McGraw-Hill. p.88. 
3）以下の文献を参照した。Assael, Henry (2004) Consumer Behavior: A Strategic Approach, 
Houghton Mifflin Company, pp.196-198. Hoyer, Wayne D. and Deborah J. Maclnnis 






幸弘（2010）『消費者行動の知識』日経文庫、p.140, Shif fman, L., D. Bednall, A. O’cass, 
A.Paladino, S. Ward and AL. Kanuk (2005) Consumer Beavior 3rd ed., Pearson 
Education Australia., pp.196-198）。 
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